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Ⅰ．は じ め に
1989年11月にベルリンの壁が開放され，同年12月に米ソ両首脳が地中海
のマルタで会談し，冷戦の終結を宣言した。1990年８月に東西ドイツは統
一を果たし，1991年12月にはソ連邦が崩壊した。1990年８月２日にイラク
がクウェートを侵攻すると，国連安保理は憲章第41条に基づき対イラク経
済制裁を行った。だが，イラクがクウェートから一向に撤退しなかったた
め，憲章第42条に基づき，1991年１月17日から多国籍軍がイラク軍に対し
て武力を行使し，約３ヶ月でクウェートは完全に解放された。これは，
1950年に勃発した朝鮮戦争以来，常任理事国の拒否権で麻痺し続けてきた
安全保障理事会が，国連憲章起草者たちの想定したとおりに機能した初め
ての事例であった。
国際の平和と安全の維持について国連への期待が高まる中，1992年１月
31日に採択された安保理首脳会議の声明を受けて，1992年６月に国連事務
総長（当時）のブトロス・ブトロス＝ガリ (Boutros Boutros-Ghali) は
『平和のための課題』(Agenda for Peace)と題する事務総長報告書を提出
した。その中でガリは，紛争の発生や拡大を防止するための「予防外交｣，
国連憲章第６章に基づき安保理の勧告や調停，仲介，国際司法裁判所の活
用を通じて当事者間の合意を取り付ける「平和創造｣，停戦合意を前提と
して展開される平和維持活動を意味する「平和維持｣，紛争の再発を防ぎ
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(１)
平和を強化・固定化するために技術支援や文化交流等を行う「紛争後の平
和構築」などを提言した。
(２)
一方，旧ユーゴスラビアのボスニア・ヘルツェゴビナではユーゴスラビ
アからの独立をめぐってセルビア系，クロアチア系，イスラーム教徒住民
の三者が対立し，1992年４月から内戦状態に突入した。ボスニア紛争で
は，第２次世界大戦中ナチスドイツが行ったホロコーストを想起させる
「民族浄化」(ethnic cleansing) という名の虐殺も発生した。
このような状況の下で，世界中から有識者28名を集めたグローバル・ガ
バナンス委員会が1992年９月に発足した。委員会の共同議長には，元スウ
ェーデン首相のイングバル・カールソン (Ingvar Carlsson) と，元イギリ
ス連邦事務総長でガーナ出身のシュリダス・ランファル (Shridath
Ramphal) が選出された。委員会はジュネーヴで開催され，計10回の会合
の後，1994年10月に報告書最終案を承認し，
(３)
国連改革や国際法の活用を含
む様々な提案を行った。こうして，1990年代に誕生したグローバル・ガバ
ナンスという概念は，冷戦後の世界で正義と法に基づく秩序構築のための
キーワードとなった。
それでは，グローバル・ガバナンスとは具体的に何を意味するのであろ
うか。上述の委員会は，ガバナンスを「個人と機関，私と公が，共通の問
題に取り組む多くの方法の集まり｣
(４)
，または「相反する，あるいは多用な
利害関係の調整をしたり，協力的な行動をとる継続的プロセス」
(５)
と定義す
る。そして,「グローバルなレベルでは，ガバナンスはこれまで基本的に
は政府間の関係と見なされてきたが，現在では非政府組織 (NGO)，市民
運動，多国籍企業，および地球規模の資本市場まで含む」
(６)
と説明する。さ
らに,「グローバル・ガバナンスには一つの決まったモデルや形式がある
わけではなく，また，特定の制度，あるいは一連の決まった制度があるわ
けでもない。これは，変化を続ける状況に対して，常に発展し反応する，
広範で，ダイナミックで複雑な相互作用による意志決定プロセス」である
と述べている。
(７)
しかし，他の研究者が必ずしもこの定義を使用しているわけではない。
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たとえば，ハーバード大学行政大学院「21世紀のためのガバナンスの展望」
プロジェクトの研究報告書は，グローバリズムを「相互依存関係の網の目
(ネットワーク) がいくつもの大陸をまたがって広がっている世界の状
態」
(８)
と，ガバナンスを「ある集団の集合的活動を導きかつ制限する公式・
非公式の手順と制度」
(９)
と定義し，国際部門におけるガバナンスの主体（ア
クター）として，公共部門に政府間組織を，民間部門に多国籍企業を，第
三セクターに NGO, すなわち非政府組織を挙げている。
(10)
以上から，グロー
バル・ガバナンスとは，政府間組織，多国籍企業，および NGOが複数の
国にまたがって行う活動の統制およびその方法といえる。
他方，日本の総合研究開発機構 (NIRA) の研究会「グローバル・ガバナ
ンス 新たな国際秩序を求めて」は，グローバル・ガバナンスという用
語が出現した前提として，３つの事実を指摘する。それらは，国際関係に
おける超国家的現象が国際法学者によって「トランスナショナル（超国家
的)｣，あるいは経済学者や政治学者によって「グローバリゼーション（地
球化)」と表現されてきたこ
(11)
と，国家以外のアクターが出現し,「交通手段
の発達や科学技術の進歩の結果，人，モノ，カネ，情報などが国境を越え
てさかんに移動するようになり，国家による規律がそうした越境活動には
及びにくくなった」
(12)
こと，および「安全保障，経済開発，環境保全，健康
など……が，地球規模の問題（グローバル・イシュー）として人類の生存
を脅かすようになり，それに対する地球規模の対応が求められるようにな
った」
(13)
ことである。その上で，グローバル・ガバナンスを「地球的規模の
問題に適切に対処する能力」
(14)
と定義する。また,「適切」の内容として，
2002年に国連開発計画 (UNDP) が発表した『人間開発報告書：ガバナン
スと人間開発』が編み出した「ガバナンス指数」を参考に，効果，効率，
公平，公開，民主主義，責任の６つを評価基準として挙げている。
(15)
以上，グローバル・ガバナンスに関する複数の定義は研究者によって若
干異なっているものの，共通するところをまとめると，次のようにいえる
だろう。それは，従来の国際関係の基本となっていた国家という単位を超
えて発生し，人類に影響を及ぼす問題に対応するために作られた国際的な
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仕組み（国際機構，国際会議，条約，市場など）である。この仕組みには，
国家を代表する政府をはじめ，政府間機構である国際機構，多国籍企業，
および NGOも参加する。本稿ではこの定義にもとづき，国連において形
成されてきたジェンダーに関するレジームが，国境を超えて地球的規模
（グローバル）に適用され，ジェンダーをめぐる様々な問題の解決に貢献
する仕組み（ガバナンス）の可能性について論じる。具体的には，各種の
国連文書（条約・宣言等）がジェンダーに関するレジームを形成してきた
過程を振り返り，ガバナンスの主体となっているジェンダーに関する国連
諸機関の機能と限界を検討する。
本論に入る前に，もう一つの用語の定義と訳語について確認しておきた
い｡「ジェンダー」は使う人によってニュアンスの違いが多少あるものの，
一般的には「男女の区別を表す社会的・文化的性差」という意味で使われ
ることが多い。元来，ジェンダーは文法用語として名詞の「性」を指して
いた｡ が，1970年代ごろになると，生物学的な性差や性別をあらわすセッ
クス (sex) と対比して，ジェンダーが社会的または文化的に決められた
性差を意味するようになった。その背景には，次の２つの著作の影響が大
きいといえる。1949年にフランスの実存哲学者シモーヌ・ド・ボーヴォワ
ール (Simone de Beauvoir, 190886) は『第二の性』(Le Sexe)
を発表し,「人は女に生まれるのではない。女になるのだ」という有名な
言葉で，女らしさは社会によって作られると批判した。1963年にはアメリ
カのベティ・フリーダン (Betty Friedan, 19212006) の発表した『新しい
女性の創造』(	



原題「女らしさの神話｣）が性別分
業を否定し，家庭にこそ女の幸せがあると信じていた当時の社会に衝撃を
与えた。｢女性の権利」という概念の起源はフランス革命期にまで遡るが，
ジェンダーという概念は第２次世界大戦後に急速に発達したといえる。
(16)
そ
こで本稿でも，ジェンダーを「男女の区別を表す社会的・文化的性差」と
定義する。
次に，英語の「ウーマン」(woman, 複数形 women) の訳語だが，日本
語ではウーマンを「女子」あるいは「婦人」と訳すことが多い。たとえば，
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国連の主要な人権条約の１つ，Convention on the Elimination of All Forms
of Discrimination against Women の公定訳は「女子差別撤廃条約」である。
また，国連経済社会理事会の機能委員会の１つとして1946年に設立された
Commission on the Status of Women (CSW) は，外務省で「婦人の地位委
員会」(略して「婦地委｣）と呼ばれている。しかし,「女子という……一
見未成熟の女性だけを表すようなこのことばが，広く女性一般をさすもの
となったのは，戦前，すべての日本人が天皇の臣民とされ，人々が天皇の
『赤子』であるとしたことの名残」
(17)
である。また，日本語の「婦人」は
「成人したおんな，嫁いだ女」
(18)
という意味を含み，全ての年代の女性の問
題を扱う CSWの訳語にふさわしくない。さらに，労働省（当時）は婦人
局を1997年に女性局へと名称変更した。したがって，本稿では women を
原則として女性と訳すものとする。
Ⅱ．ジェンダーに関する国連レジームの形成
１．女性の人権に関するレジームの誕生
ジェンダーに関する国際的なレジームの構築と維持は，国際の平和と安
全の維持に重要である。その理由は，ジェンダーの固定観念にとらわれな
い「ジェンダー・フリー」の社会では，ジェンダーに関する以外の人権問
題 人種，宗教，信条，言語による差別など も積極的に取り組まれ，
個人が尊重されるとともに，貧困対策や治安悪化の防止，ひいては武力紛
争の防止や発生後の早期解決が可能になるからである。
人権重視の理念は，２つの世界大戦への反省に基づき設立された国連憲
章に具体化された。憲章前文第３段落は,「われら連合国人民」の決意と
して,「基本的人権と……男女……の同権 (equal rights of men and women)
とに関する信念をあらためて確認」すると高らかにうたっている。また，
憲章第１条第１項は「国際の平和及び安全の維持」を，第３項は「……人
種，性，言語又は宗教による差別なくすべての者のために人権及び基本的
自由を尊重する」と規定している。
(19)
ただし，この時点で国連が取り組んで
国連レジームとジェンダー 31
いた「男女の同権」(equal rights of men and women) や「性による差別」
(sex discrimination) の禁止は, 女性を主眼においていた。その背景には，
世界の多くの国々で女性の人権が著しく侵害され抑圧されている現実があ
った。1946年，経済社会理事会の機能委員会として，人権委員会 (Com-
mission on Human Rights : CHR) とは別個に，女性に関するあらゆる問題
に取り組む女性の地位委員会 (CSW) が設立された。
(20)
具体的な人権保障の内容を定めるべく，1948年12月10日に,「世界人権
宣言」が賛成48，反対０，棄権８で，第３回国連総会決議 (217A) として
採択された。宣言には法的拘束力はなかったが，第２条には人種，皮膚の
色，言語，宗教などとともに，性による差別なく宣言中の権利と自由を享
有する旨が明記された。次に，法的拘束力を有する条約として，1966年に
「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約」と「市民的及び政治
的権利に関する国際規約」が採択された。両規約の第３条は，男女平等の
権利の確保を規定し，後者の第26条では，すべての者に対する人種，皮膚
の色，性，言語，宗教などいかなる理由による差別も禁止された。このほ
か，女性の権利をとくに定めた条約として，婦人の参政権に関する条約
(1952)
(21)
，既婚女性の国籍に関する条約 (1957)
(22)
，既婚女性の国籍に関する
勧告 (1965)
(23)
，婚姻の同意，婚姻の最低年齢及び婚姻の登録に関する条約
(1962)
(24)
が採択された。
一方，国際労働機関 (International Labour Organization : ILO) では女性
労働者に関する条約が採択された。ILOは，第二次大戦中の1944年,「国
際労働機関の目的に関する宣言」(いわゆるフィラデルフィア宣言）で
ILOの根本原則を確認した。そのなかで,「すべての人間は，人種・信条
・性にかかわりなく，自由と尊厳並びに経済的保障及び機会均等の条件に
おいて，物質的福祉及び精神的発展を追求する権利を持つ｣（２）こと
を確認した。そして，1946年に国連の専門機関となると，1951年に「同一
価値の労働に対する同一報酬に関する第100号条約｣，および「同90号勧告」
を採択した。また，1958年には,「雇用と職業における差別に関する第111
号条約」および「同第111号勧告」を採択した。
(25)
このように，戦後の ILO
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の活動も同様に，男女の同権の確立と性による差別の撤廃を目指したもの
であった。
しかし，1960年代に女性解放運動が世界的に広がると，法律上 (de
jure) の男女平等が必ずしも事実上 (de facto) の男女平等につながってい
ないとの認識が生まれ，女性差別の撤廃を求める動きが広がった。そこで，
1967年11月７日に第22回国連総会で総会決議「女性に対する差別撤廃宣
言」
(26)
が採択された。宣言の前文は，｢女性に対するかなりの差別が依然と
して存続することを懸念し」(第３段落),「男女平等の原則の法律上及び
事実上の普遍的承認を確保」(第７段落）すると宣言した。宣言第１条は
「男性と同等の権利を否定し制限する女性差別は，基本的に不正であり人
間の尊厳に対する侵犯を構成する」とし，男女の同権を訴えた。また，第
２条は，女性に対して差別的な法律・規則のみならず，慣習や慣行も廃す
ように求めた。
一方,「子の養育における女性の役割に留意」(前文第５段落）すると述
べており,「この文書の基本的理念の限界性が端的に現れている｣
(27)
。そして,
「身体的特性に由来する理由で特定の種類の仕事において女性を保護する
ためにとられる措置は，差別と見なされてはならない」(宣言第10条第３
項）と述べている。元来，第10条第３項は CSWが用意した宣言草案には
なかったが，国連総会で付加されたものであった。総会では，女性保護を
理由に差別的な慣行を招くという強い反対が出されたが，発展途上国では
女性が教育や職業訓練を受けることさえままならない状況が多く，男女の
平等な家庭責任の分担を実現するには時間がかかるという理由で採択され
たという経緯があった。
(28)
以上，第２次世界大戦後から1960年代にかけて国連やその他の国際機構
がめざしてきた男女平等とは，家庭と仕事の「二足のわらじを履く」女性
に保護を与えて男性と対等にさせる，いわば「保護付きの平等」であった。
しかし, 保護や特別措置を与える必要のある女性労働者は，経営者にとっ
て不経済な存在であった。したがって,「下駄を履かせなければならない」
女性の保護を理由に, 経営者が男性より低い賃金を女性に払う, あるいは
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女性の昇進を遅らせるのは当然の帰結であった。
だが，男女の事実上の平等を促進する動きは止まらなかった。1975年の
国際女性年 (International Women’s Year) に，メキシコシティで国際女性
年世界会議（メキシコ世界女性会議）が開催された。会議には，133カ国
の政府代表と131の国際機関を合わせた2000名の出席者に加え，多数のジ
ャーナリストと NGOが参加した。この会議では,「女性の平等と開発と
平和への女性の寄与に関する1975年のメキシコ宣言」(メキシコ宣言)，
「世界行動計画｣，その他34の決議を採択し，経済・社会などすべての分
野で女性の受けてきた差別を撤廃し，真の男女平等をめざすことを確認し
た。メキシコ宣言は前文と30項目から成るが，1967年の「女性差別撤廃宣
言」が許容していた男女の伝統的な分業を否定した。すなわち,「男女は，
家庭および社会において平等な権利と責任を有」し（第５条)，女性の働
く権利をはじめとする雇用における全ての権利を「あらためて強く確認」
している（第７条)。｢世界行動計画」は雇用・政治参加など特定の分野に
おける国内行動の具体的な要請を記した７章から成り，1975年から1985年
にわたる「国連女性の10年」(U. N. Decade for Women）の終了時までに
各国が達成すべき目標をガイドラインとして示している。同計画は雇用の
分野について，女性が「賃金，昇進，労働条件，雇用慣行において差別を
経験している」(第89段落）現実を確認している。そして，産休や育児時
間などに関する権利を全ての女性に確保し，これを差別とみなさない（第
100段落）とする一方,「女性のみを対象とする保護立法は科学的，技術的
な検地から再検討を加え，必要に応じ改正，廃棄または全ての労働者にそ
の適用を拡大すべきである」(第102段落）と宣言した。
メキシコ世界女性会議は大成功のうちに終わり，国連は次なるステップ
として会議が採択した原則に基づく女性差別撤廃条約の草案づくりを開始
した。1979年12月に国連総会で女性差別撤廃条約が採択され，女性の人権
に関する国際基準が設定された。1980年には,「国連女性の10年中間年世
界会議」(コペンハーゲン会議）と女性差別撤廃条約の署名式が行われた。
1985年には,「国連女性の10年をしめくくる世界会議」(ナイロビ世界女性
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会議）が開催された。両方の会議ではそれぞれ行動計画が策定され，国内
における具体的な行動目標が参加各国に提示された。
２.「女性の人権」から「ジェンダー」へ
1990年代に入ると，女性の人権保障に関する動きはいっそう活発になっ
た。1993年にオーストリアのウィーンで開催された世界人権会議で,「女
性の権利は人権である」(Women’s rights are human rights.) というスロー
ガンが掲げられ,「女性と少女の人権は，普遍的人権の不可譲，不可欠，
かつ不可分な一部である」と宣言された。
(29)
また，1993年12月に国連総会決
議「女性に対する暴力撤廃宣言」
(30)
が採択された。同宣言の採択は，国家機
関による暴力と異なり国際人権規範の範疇で規制されてこなかった私的な
暴力，たとえば間引きなどの女児殺害，夫や恋人によるレイプ，レイプの
被害者が家の名誉を汚したとして自分自身の家族に殺される名誉殺人，持
参金（ダウリ）が少ないとして夫や夫の家族に殺される「ダウリ殺人」な
どを，国際人権の問題として認識させることに成功した。
(31)
世界女性年から20周年になる1995年９月，第４回世界女性会議（北京会
議）が開催された。会議の成果文書として採択された「北京宣言」(The
Beijing Declaration) の第14項目には,「女性の権利は人権である」
(32)
という
一文が挿入され，第15項目には,「男女の平等な権利，機会及び資源の利
用，家族に対する責任の男女の間の公平な分担並びに彼(女)らの間の調和
のとれた協力関係が，彼(女)ら及びその家族の福祉並びに民主主義の強化
にとってきわめて重要である」と宣言された。
(33)
このように北京会議では，
女性差別の撤廃から，男女双方の経験や視点を取り入れながら人権規範を
再構築する「ジェンダーの主流化」(gender mainstreaming) への流れが明
確になった。
(34)
また，北京会議で採択され，各国がなすべき具体的行動の指
針を定めた「行動綱領」(The Platform for Action) ではジェンダーの視点
が強調され，
(35)
行動綱領の実施状況に関するフォローアップが，毎年春にニ
ューヨークの国連本部で開催される CSWの主要な任務の１つとなった。
2000年６月には，北京会議５周年を記念し，かつ行動綱領のフォローアッ
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プの状況を確認するため，国連本部で第23回国連特別総会「女性2000年会
議：21世紀に向けての男女平等，開発及び平和」(女性2000年会議）が開
催された。
(36)
３．女性に対する暴力への取り組み
1989年12月に冷戦が終結すると米ソの対立はなくなったが，宗教や民族
の違いに基づく武力紛争が各地で発生した。なかでも，1990年代前半に旧
ユーゴスラビアのボスニア・ヘルツェゴビナで起きたボスニア紛争では，
とくにイスラーム教徒の女性に対する集団的・組織的なレイプが民間人を
恐怖に陥れる戦争の手段として使われた。
これらの事実を受けて，国連では，女性という性を標的にした暴力への
取り組みを開始した。女性差別撤廃条約で禁止された差別の中に,「女性
に対する暴力」(violence against women) というカテゴリーは含まれてい
なかったからである。この問題に対する最初の取り組みとして，1993年12
月の国連総会で「女性に対する暴力の撤廃に関する宣言」が採択された。
次に，1994年に国連人権委員会は「女性に対する暴力」の特別報告者
(Special Rapporteur) に，スリランカ出身のラディカ・クマラスワミ
(Radhika Coomaraswamy) を任命し，1996年に同女史から委員会へ報告が
提出された。1995年の北京会議では，武力紛争下の女性に対する暴力への
取り組みが早急に必要であると強く認識された。会議で採択された行動綱
領は,「戦略的目的および行動」の一つに「女性に対する暴力」をとりあ
げ,「女性に対する暴力は平等，開発，平和の目的を達成する上での障害
である」と断じた。
(37)
また,「戦略的目的および行動」の一つに「女性と武
力紛争」という項目が設けられ，女性と女児は，社会における女性の地位
や女性であるがゆえに武力紛争の結果によって大きく苦しむこと，組織的
なレイプの危険にさらされることが指摘された。
(38)
これらの動きを受け,
1998年３月の CSW第42会期は，武力紛争と女性を優先テーマに取り上げ
た。そして，経済社会理事会に提出した勧告で，武力紛争下で暴力の犠牲
になった女性を支援する国内的および国際的法的枠組みを強化し，武力紛
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争によって影響を受けた女性の健康と，家を追われて難民になった女性の
特別なニーズに対応し，紛争後の復興過程における女性の参加を促すよう
求めた。
(39)
同年，旧ユーゴスラビアやルワンダにおけるジェノサイドと性暴
力等を裁く国際法廷の経験を取り入れた国際刑事司法裁判所を設立するロ
ーマ条約が採択された。
(40)
だが，女性差別撤廃条約の保障制度は条約第18条の締約国政府による報
告のみであり，女性が身体や生命の危機にさらされた緊急の場合に対応で
きなかった。そこで，女性差別撤廃条約に付随し，個人通報手続と条約の
監視機関である女性差別撤廃委員会 (Committee on the Elimination of Dis-
crimination against Women: CEDAW) による調査手続を含む選択議定書の
制定が1996年に CSWの作業部会で開始され，1999年10月に最終案が国連
総会で採択された。
(41)
個人通報手続では，人権を侵害された個人が直接
CEDAWに申し立てる制度だが，被害者の救済にくわえて，委員会が事案
の審議を通じ国際人権基準の明確化を促すことができる。
(42)
また，調査手続
は，CEDAWが「重大または系統的な人権侵害」(第８条）に関して信頼
できる情報を得たときに，締約国の同意の下，実態を調査する権限を
CEDAWに与えているが，これによって個人通報では対応できない大規模
な人権問題を扱い，女性差別の構造に直接的にメスを入れると期待されて
いる。
(43)
武力紛争下におけるジェンダーに基づく暴力は，その大半が女性に対
する性暴力である。これに対応するには，女性差別撤廃条約の監視機関で
ある CEDAWや経済社会理事会の機能委員会である CSWではなく，国連
で唯一加盟国に対して強制力を持つ安保理の行動が必要不可欠であった。
そこで，2000年10月23日に「女性，平和，安全保障」に関する会合が開催
され，武力紛争が女性に及ぼす影響と，平和プロセスにおける女性の役割
が討論された。
(44)
翌24日と25日には，安保理で「女性，平和，安全保障」に
関する公開討論が開催され，40の国連加盟国が，平和を支援する活動にジ
ェンダー主流化の視点を取り入れ，平和構築のプロセスに女性の参加を支
持する演説を行った。
(45)
最終的に，10月31日に国連安保理決議1325が採択さ
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れた。この決議は，国連加盟国が国政や地方，国際機関において女性の代
表を増やし，国連の現地活動に女性の係官を増やし，平和維持活動にジェ
ンダーの視点を入れるよう求めている。
(46)
武力紛争のすべての当事者が，
1949年のジュネーヴ条約と1977年の追加議定書などを遵守するよう呼びか
け，
(47)
女性と女児をジェンダーに基づく暴力から保護するよう特別な措置を
とるように求めている。
(48)
そして，また，国連事務総長に,「女性，平和，
安全保障」に関する報告書を提出するよう求めた。
(49)
この決議にもとづき，
アナン事務総長から2002年と2004年に報告書が提出され，
(50)
2004年の安保理
議長の要請にもとづき，2005年には行動計画が提出された。
(51)
Ⅲ．ジェンダー・レジームとグローバル・ガバナンスの可能性
以上みてきたように，国連憲章第１条第３項の原則に基づき，男女の法
律上の平等を定める宣言および人権条約の制定としてジェンダーに関する
レジームの構築が国連創設と同時に始められた。しかし，1960年代になる
と法律上の平等が必ずしも事実上の平等を実現しないことが認識されるよ
うになった。1975年の国際女性年を契機に，事実上の平等を実現するため
の宣言や行動計画が採択された。その集大成として，法的拘束力を持った
女性差別撤廃条約が1979年12月の国連総会で採択された。1995年の北京会
議では,「女性差別の撤廃」から男女双方を含んだ概念である「ジェンダ
ーの平等」の確立へと発展し，女性の問題は男性の問題でもあることが高
らかにうたわれた。
ジェンダーに関する国際文書の中で最も重要な概念は，女性に対する保
護の撤廃と女性に対する暴力の撤廃だろう。事実上の男女平等を実現する
ため，1975年に性による役割分担の概念を打破し，女性のみに対する保護
規定を見直すとともに，女性の出産に対する保護を差別とみなさないとす
る大転換を成し遂げた。また，冷戦終結後の1990年代に民族紛争とそれに
基づく虐殺や集団レイプが多発するようになると，それまで私的領域の問
題とされがちだった女性に対する暴力が，女性の重大な人権問題として光
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を当てられるようになった。そして，この問題に対する国際社会の姿勢が
1993年の女性に対する暴力撤廃宣言，1999年の女性差別撤廃条約選択議定
書，そして2000年の安保理決議1325として結実した。
国連レジームにおけるジェンダーの確立に女性差別撤廃条約が果たして
きた功績はとくに大きい。同条約は，女性差別の国際基準として法的拘束
力を有し，委員会による締約国の報告審議を通じて国内適用を促してきた。
また，1980年から2000年まで計４回の国際会議の開催や，国連女性の10年
など国連による啓蒙活動，条約の国内適用の実施状況を監視する NGOの
活動の原動力ともなってきた。しかし，女性差別撤廃条約が国連レジーム
の一部として十分機能し，ひいてはジェンダーに関するグローバル・ガバ
ナンスを実現する，すなわち，国境を越えてジェンダーの問題に対応する
仕組みとして十分機能するには，３つの課題を抱えている。それらは，条
約に内在する問題であり，また，条約の国内適用を監視する女性差別撤廃
委員会 (CEDAW) の機能の限界に起因するものである。
 条約の留保
女性差別撤廃条約の締約国は各自の憲法，国内法，宗教，文化，伝統，
慣習を理由に留保を付していることが多く，
(52)
各国の文化等の独自性と女性
差別の線引きは非常に難しい。この問題を追及していけば，人権の普遍性
(universality) あるいは人権の文化的相対主義 (cultural relativism) という
問いに行きつく。たとえば，表現の自由や集会の自由，参政権などのいわ
ゆる自由権を尊重する傾向のある先進国と，貧困にあえぐ国民を抱え，経
済発展や開発を優先するために自由権が多少犠牲になることもやむを得な
いと考える発展途上国の対立がある。国連憲章で言語や宗教等による差別
撤廃を掲げ，異なる価値観に対する寛容を求める一方，人権に関する世界
共通の基準，すなわちグローバル・スタンダードを導入するためには，常
に異なる文明，宗教，価値観の国の間で忍耐強い対話が続けられる必要が
あろう。
次に，女性差別撤廃条約第29条第１項の紛争解決条項に対し，同条第２
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項で認められた留保を付けて，条約の解釈に関する異議申立や紛争の可能
性を閉ざす国も多い。
(53)
そのため，条約の国内適用がままならない状態の締
約国が少なからず存在すると推察される。
留保が目立つのは，ラテン・アメリカ諸国とイスラーム諸国である。条
約の国内適用を監視する CEDAWは，留保の有無にかかわらず，報告が
審議される締約国の国内状況について質問し，問題点を指摘することも多々
ある。だが，会期末に委員会が発表する最終コメントには法的拘束力はな
い。また，CEDAWは「建設的な対話」(constructive dialogues) を通じて，
あるいは，CEDAWの会期終了時に採択する決定 (decisions), 一般的勧告
(general recommendations), 提案 (suggestions), 締約国の報告審議後に発
表する最終コメント (concluding comments) を通じて，留保の撤回を機会
のあるたびに締約国に対して促しているが
(54)
，留保自体は条約法に関するウ
ィーン条約第19条で認められた制度である。国際法が合意秩序の上に成り
立っている以上，女性差別撤廃条約を含む人権条約にはすべて，留保が認
めなければ条約案が採択できない，あるいは条約の締約国が増加しないと
いうジレンマが常に存在する。
 条約の国家報告制度
条約の国内適用の保障措置である国家報告の検討が十分機能していない。
これには，２つの原因がある。まず，締約国が条約に定められた委員会へ
の報告を提出しない。締約国は,「条約実施のためにとった立法上，司法
上，行政上，その他の措置及びこれらの措置によりもたらされた進歩に関
する報告」を，条約発効から１年以内に最初の報告を，次からは４年毎に
提出しなければならない（条約第18条)。５年以上報告の提出が遅れてい
る国は，2006年６月の時点で計38カ国にのぼる。
(55)
たとえば，ドミニカとハ
イチは1982年が提出期限の第１回報告から計６回の報告の提出期限が既に
来ているが，一切提出していない。
(56)
同様に，リベリアも1985年が提出期限
の第１回報告から第６回報告まで，一切提出していない。
(57)
次に，締約国から報告は提出されたが未検討のまま蓄積される「バック
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ログ」が発生している。
(58)
これは，2006年11月２日時点で，締約国数が185
と多数にのぼるためである。
(59)
元来，CEDAWの会期は条約第20条により毎
年２週間と限定されていたが，締約国報告の審議がはかどらず，委員会の
会合期間を延長する必要があった。そこで，1995年12月22日に条約第20条
第１項の修正案が国連総会決議 50/202 として採択され，現在３分の２以
上の締約国によって批准されるのを待っている。
(60)
それとは別に，CEDAW
は1997年第16会期から年２回３週間ずつ，年間計６週間会合して，バック
ログの消化に努めてきた。また，1997年には提出期限の異なる２つのレポ
ートを合わせて (combined) 提出するよう締約国に奨励する決定を行っ
た。
(61)
2002年には，１月（第26会期)，６月（第27会期)，および８月 (Ex-
ceptional Session) と計３回会合し，2006年にも 12 月（第34会期)，56
月（第35会期)，および８月（第36会期）と計３回会合した。
だが，報告を十分検討するには１会期（３週間のうち，土日および最終
日を除き実質14日間）には自ずと限界がある。さらに，2000年12月の選択
議定書発効以降は，個人通報および調査手続について審議するために会期
前の１週間も使われ，実質的に１会期４週間，年間計８週間会合を開いて
いる。国連の予算が限られており，CEDAWの委員には別のフルタイムの
仕事を持っている者が多い。したがって, 会期の回数や１会期の日数をこ
れ以上増やすのはきわめて困難であろう。
CEDAWは現在も臨時に会期を延長する方式を続け，財政的にも不安定
な状況に留まっている。
(62)
それでもなお，CEDAW委員は締約国の NGOが
作成する「カウンター・レポート」(shadow reports) を事前に読み，NGO
のブリーフィングを受け，締約国代表に的確な質問をし，締約国の問題点
を鋭く指摘する最終コメントを発表するなど，与えられた環境のなかで最
大限の努力と創意工夫を行っている。
いずれにせよ，前述のとおり，CEDAWが条約第21条に基づき行う提案
や勧告に法的拘束力はなく，締約国がどの程度 CEDAWの指摘に対応し
たかは次回報告の検討時まで待たなければならない。バックログの問題を
考え合わせると，CEDAWが指摘した問題点を締約国がどの程度改善した
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かを知るには，10年近く間が空く場合も出てくるだろう。
 武力紛争下の女性
女性の権利が著しく侵害される武力紛争に対して，条約の監視機関にす
ぎない CEDAWは無力といわざるをえない。それは，経済社会理事会の
機能委員会である CSWも同じことである。武力紛争中に発生したジェン
ダーの問題に両者ができることは，毎年２回の会期中に決定 (decisions)
を採択する，会期中にシンポジウムを開催する，会期末に採択される合意
結論の中で取り入れる，あるいは議長声明を発表することぐらいだろう。
深刻化する武力紛争下でのジェンダーに基づいた暴力に取り組むため，前
述のように国連安保理は2000年10月31日に決議1325を採択した。紛争終結
後の平和維持活動はもとより，紛争を停止させるには，国連の組織で唯一
強制力をもつ安保理が，憲章第７章に基づき強制措置をとる必要があるが，
そこには拒否権の壁が立ちはだかっている。また，自国へ民族紛争が「飛
び火」する，あるいは自国の軍隊に犠牲者が出るのを恐れて，平和維持活
動への参加を躊躇する国は少なくない。最終的には，安保理，そして国連
加盟国全体の政治的意思が問われている。
Ⅳ．おわりに──グローバル・ガバナンスの可能性
ジェンダーに関する国連レジームは，国連設立以来60年をかけて発展し
てきた。当初は，男女の同権や性による差別の禁止が主な到達目標であっ
た。が，1970年代になると一般の人権条約による男女の同権をめざすので
なく，女性差別の撤廃に特化した条約が制定された。同時に，男女同権の
文言をちりばめられたが実態のあまり伴わない法律上の平等から，実際に
成果を導き出す事実上の平等へと大きく方向転換した。1995年の北京会議
の後は，女性の問題は男性の問題でもあるという認識の下，ジェンダーと
いう概念が積極的に使われるようになった。また，1990年代に，武力紛争
下の女性と女児がジェンダーに基づく暴力の被害者となる例が急増すると,
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「女性に対する暴力の撤廃宣言」の採択，および個人通報と調査手続を含
んだ女性差別撤廃条約選択議定書の制定を通じて，女性差別撤廃条約起草
時には想定されていなかった新しい分野のレジームも形成されていった。
2000年に安保理は女性に対する暴力を重大な問題として取り上げ，決議を
採択する段階まで到達した。
一方，ジェンダーに関する国連レジームの中心となる女性差別撤廃条約
の国内適用にも課題は残されている。その理由は，女性差別は私的な領域
で発生することが多い，各国の文化や伝統などとの線引きが難しい，条約
の留保が多い，締約国の報告が提出されない，報告検討の順番が10年近く
来ないことである。
ジェンダーに基づく暴力が発生した場合，CEDAWと CSWの対応は限
られたものになるが，それはジェンダーに携わる国連諸機関，すなわち国
連難民高等弁務官事務所 (UNHCR), 国連女性開発基金 (UNFEM), 国連
児童基金 (UNICEF) も同様である。これらの機関にできるのは被害者の
保護や心身のケアであり，暴力の防止や紛争の早期終結ではない。唯一加
盟国に対して法的拘束力を持つ措置をとれる安保理も，冷戦終結後にソマ
リア，ボスニア・ヘルツェゴビナ，ルワンダ，コンゴ，スーダンなどで発
生した民族間の武力衝突や内戦に対し，十分その機能を発揮してきたとは
いえない。
結局, ジェンダーに関する国連の諸文書が十分機能し, 国境を越えグロ
ーバル・ガバナンスが実現する, すなわちジェンダーに関するレジームが
国境を超えて地球的規模（グローバル）に適用され，ジェンダーをめぐる
様々な問題の解決に貢献する仕組み（ガバナンス）が構築されるには，女
性差別撤廃条約の趣旨と目的が締約国政府と国民に浸透する必要がある。
そして, そのためには膨大な時間と努力が必要になるだろう。たとえば，
教育における差別撤廃は条約第10条に規定されているが，締約国政府が義
務教育の機会を男女双方に平等に与えていても，家庭の貧困や親の教育に
対する考え方によっては，女児が初等教育すら満足に終えられないことが
多い。また，女性が経済的な自立の手段や財産権，親権を制限されている
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国や地域も多い。
(63)
人権保障に表現の自由や参政権などの自由権は不可欠で
あるが，個人がそれらの権利を適切に行使できるようにするには，教育や
経済的自立などの社会権が大前提となる。締約国政府が啓蒙活動を行うの
は当然の義務だが，国民の識字率が上昇し，義務教育がいきわたり，高等
教育の機会が増大して，経済的に自立をする男女が多数になる，すなわち，
自分の子どもに教育を与えられる男女が増えるまでには，まだ道のりは長
い。だが, 教育や経済的自立の機会が男女双方に保障されるようになって
初めて, 多様な歴史, 宗教, 価値観, 言語をもつ国の人々が, ジェンダー
の平等を自由に論じられるのではないか。
この遠大な目標を達成するには, 当面の課題として, 女性差別撤廃条約
の活用とそれにかかわる国連の組織を活性化すべきである。初めに, 条約
の監視機関である CEDAWの活動が財政的に保障されなければならない。
その他，女性差別撤廃条約の国家報告制度を補完する一つの方法として，
CSWの活用が考えられる。毎年初春に開催される CSW が北京会議の行
動綱領のフォローアップを行い，その中で各国政府に国内適用を監視する
国内機関の設置を要求するなど，報告審議に準じた機能を果たしていると
いえる。
(64)
最後に，本稿では触れなかったが，1975年の国際女性年に始まる
数々の国際会議と重要な国際文書の採択は，各国の NGOの誕生と発展に
大いに影響を与えてきた。
(65)
ジェンダーの問題が各国で取り組まれるために
は，CEDAWおよび CSWをはじめとする国連の諸機関が NGOを連携し，
女性の識字率を向上させ，女性の高等教育を受ける機会を増やし，男女双
方が経済的に自立する手段を獲得できるようにするとともに，国政など各
種意志決定過程に女性の参加を増やす支援をする必要があるだろう。
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資料２ 女性の人権に関する主要な国際会議（太字）と成果文書
1975年 国際女性年世界会議（メキシコ世界女性会議）(於メキシコシテ
ィ）
国際女性年の目標を実施するための世界行動計画（メキシコ世界
行動計画）
1980年 国連女性の10年中間年世界会議（コペンハーゲン会議）
国連女性の10年後半期行動プログラム（コペンハーゲン行動プロ
グラム）
1985年 国連女性の10年をしめくくる世界会議（ナイロビ世界女性会議）
女性の地位向上のためのナイロビ将来戦略（ナイロビ将来戦略）
1993年 世界人権会議（於ウィーン）
ウィーン宣言及び行動計画
1995年 第４回世界女性会議（北京世界女性会議）
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資料１：国連が採択した女性の人権およびジェンダーに関する重要文書
文 書 名 国連文書番号 採択年
婦人の参政権に関する条約 A/RES/630(VII) 1952
既婚女性の国籍に関する条約 A/RES/1763A(XVII) 1957
既婚女性の国籍に関する勧告 A/RES/2018(XX) 1965
婚姻の同意，婚姻の最低年齢及び婚姻の登録に関する条約 A/RES/1763A(XVII) 1962
女性に対する差別撤廃宣言 A/RES/2263(XXⅡ) 1967
緊急時及び武力紛争時における女性と子どもの保護に関する宣言 A/RES/3318(XXIX) 1974
女性差別撤廃条約 A/RES/37 /63 1979
女性に対する暴力撤廃宣言 A/RES/48 /104 1993
ウィーン宣言及び行動計画 A/CONF.157 /24 1993
北京宣言及び北京行動綱領 A/CONF.177 /20 1995
女性差別撤廃条約選択議定書 A/RES/54 /4 1999
｢女性2000年会議」成果文書 A/S-23 /10 /Rev.1 2000
国連安保理決議 S /RES/1325(2000) 2000
(凡例） A/RES/ 国連総会決議 A/CONF. 国連総会会議文書
A/S- 国連特別総会文書 S /RES/ 国連安保理決議
(出典） http: / /www.un.org /Depts /dhlresguide / resins.htm (2006年７月31日アクセス)
北京宣言，北京行動綱領
2000年 第23回国連特別総会「女性2000年会議：21世紀に向けての男女平
等，開発及び平和」(女性2000年会議）
2000年 政治宣言
北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ
[注]
(１) 本稿は，2006年度日本国際政治学会部会４「グローバル・ガバナンス
への胎動：地雷・環境・ジェンダー」で筆者が発表した際の発表用原稿
に加筆・修正したものである。
(２) 国際法学会編『国際関係法辞典』第２版 (三省堂，2005年)，pp. 782
783。
(３) グローバル・ガバナンス委員会設立の経緯およびメンバーについては，
グローバル・ガバナンス委員会『地球リーダーシップ：新しい世界秩序
をめざして』(日本放送出版協会，1995年)，pp. 419438を参照。
(４) 同上，p. 28。
(５) 同上。
(６) 同上，p. 29。
(７) 同上，p. 31。
(８) ジョセフ･S･ナイ Jr., ジョン･D･ドナヒュー編著『グローバル化で世
界はどう変わるか：ガバナンスへの挑戦と展望』(英治出版，2004年)，
p. 14。
(９) 同上，p. 28。
(10) 同上，p. 29。なお，ナイらは，世界政府は実現不可能なため，問題
に対する調整能力を高めるために，政府機関とならんで，民間部門およ
び第三セクターを用いることが必要であると主張する（同上)。
(11) 総合研究開発機構他編『グローバル・ガバナンス：｢新たな脅威」と
国連・アメリカ』(日本経済評論社，2006年)，p. 3。
(12) 同上。
(13) 同上，p. 4。
(14) 同上。
(15) 同上，pp. 712。
(16) 女性の権利に関する歴史については，辻村みよ子『ジェンダーと法』
(不磨書房，2005年)，第１章，金城清子『法女性学：その課題と構築』
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第２版 (日本評論社，1997年)，第２章，小島妙子・水谷英夫『ジェン
ダーと法Ⅰ』(信山社，2004年)，第１章などを参照。
(17) 金城清子『法女性学のすすめ』第４版 (有斐閣，1997年), p. 47。
(18) 新村出編『広辞苑』第５版 (岩波書店，1998年)，p. 2333。
(19) 国連の人権保障システムとその活動については，国際連合人権高等弁
務官事務所,『裁判官・検察官・弁護士のための国連人権マニュアル：
司法運営における人権』(現代人文社，2006年)，ヤヌシュ・シモニデス
編著，横田洋三監訳『国際人権法マニュアル：世界的視野から見た人権
の理念と実践』(明石書店，2004年)，Julie A. Mertus, The United Nations
and Human Rights : A Guide for a New Era (London : Routledge, 2005)な
どを参照｡
(20) 経済社会理事会下に CSWを設置したために，人権委員会が人権問題
を扱い，CSWが女性問題を扱うところで，ひいては女性問題は人権問
題ではないという認識が形成された。また，当初 CSWの活動拠点が，
人権活動の中心地であるジュネーヴではなくウィーンに置かれたことも，
女性の人権が周縁化する傾向を一層強めた。阿部浩己『国際人権の地平』
(現代人文社，2003年)，p. 31。1993年のウィーン人権会議以降，急速
に人権の主流に組み込まれていった。Manfred Nowak, Introduction to In-
ternational Human Rights Regime (Leiden : Martinus Nijhoff Publishers,
2003), p. 120.
(21) U.N.Doc., A /RES/630 (VII)。
(22) U.N.Doc., A /RES/1763A (XVII)。
(23) U.N.Doc., A /RES/2018 (XX)。
(24) U.N.Doc., A /RES/1763A (XVII)。
(25) 1919年の設立以来，ILOが採択した条約は，軽部恵子「女性労働者に
関する国際文書の国内適用：男女雇用機会均等法の事例研究」『桃山
学院大学社会学論集』第30巻第１号，1996年，pp. 7799 を参照。なお，
ILOは，加盟国代表として政府代表，労働者代表，使用者代表が参加
する三者構成をとるため，条約の留保が認められない。それゆえ，法的
拘束力を持つ条約と同じ内容で，法的拘束力を持たない勧告を ILOは
採択し，加盟国に対してガイドラインを示している。
(26) U.N.Doc., A /RES/2263 (XXII)。
(27) 浅倉むつ子,『男女雇用平等法論：イギリスと日本』(ドメス出版,
1991年)，p. 48。
(28) The United Nations, Equal Rights for Women : A Call for Action (New
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York : The United Nations, 1975), pp. 2022.
(29) 「ウィーン宣言及び行動計画｣ 第18項目。
(30) U. N. Doc., A /RES/48 /104.
(31) 阿部，前掲書，p. 33。
(32) ｢北京宣言｣ 第15項目。
(33) 同上。
(34) 北京会議が女性に関する国際法の遵守を促す効果については，
Rebecca J. Cook, “Effectiveness of the Beijing Conference in Fostering
Compliance with International Law Regarding Women,” in Michale G.
Schechter ed., United Nations-sponsored World Conferences : Focus on Impact
and Follow-up (Tokyo : The United Nations University Press, 2001), pp. 65
84.
(35) 辻村，前掲書，pp. 3334。
(36) 国連で開催された女性に関する主要な国際会議の一覧は，末尾の資料
１を参照。
(37) The Platform for Action, Strategic Objectives and Action, para. 112, Sec-
tion D, The Fourth World Conference on Women, Beijing, China, 415 Sep-
tember 1995. Reprinted in United Nations, Platform for Action and the
Beijing Declaration (New York : United Nations, 1996). http: //www.un.org /
womenwatch /daw/beijing /platform/plat1.htm.
(38) Ibid., para.135.
(39) S. Neil MacFarlane and Yuen Foong Khong, Human Security and the UN:
A Critical History (Indianapolis : Indiana University Press, 2006), p. 214.
(40) Ibid.
(41) CSWで1996年から1999年にかけて開催された選択議定書を制定する
作業部会での交渉過程については，軽部恵子, 第１章「制定過程の研究｣
第Ⅲ部「女性差別撤廃条約選択議定書の分析」山下泰子・植野妙実子編
著『フェミニズム国際法学の構築』(中央大学出版部，2004年), pp.
199216 を参照。
(42) 阿部，前掲書，p. 37。なお，選択議定書の採択以前からも CEDAW
は締約国の報告審議を通じて，一般的勧告という形で基準を明確化して
きた。1992年の第11会期で採択された第19勧告「女性に対する暴力」は
その一例である。
(43) 同上。
(44) United Nations, Women, Peace, and Security (New York : United Nations,
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(45) Ibid.
(46) U.N. Security Council Resolution 1325 (2000), no. 1.
(47) Ibid., no. 9.
(48) Ibid., no. 10.
(49) Ibid., no. 16.
(50) “Report of the Secretary-General on women, peace and security” (S /
2002 /1154), 16 October 2002 ; “Women and peace and security,” report of
the Secretary-General (S /2004 /814), 13 October 2004.
(51) “Report of the Secretary-General on women, peace and security” (S /
2005 /636), 10 October 2006.
(52) 締約国の留保一覧は，国連女性の地位向上部のホームページ，http: //
www.un.org /womenwatch /daw/cedaw/ reservations-country.htm を参照。
(53) 女性差別撤廃条約の留保については，Belinda Clark, “The Vienna Con-
vention Reservations Regime and the Convention on Discrimination against
Women,” American Journal of International Law, vol. 85 (1991), Rebecca
Cook, “Reservations to the Convention on the Elimination of All Forms of
Discrimination against Women,” Virginia Journal of International Law, vol.
30 (1990), 山下泰子『女性差別撤廃条約の研究』(尚学社, 1996), 第８
章，拙稿「国連女性差別撤廃条約および選択議定書の留保に関する一考
察：条約の実効性確保の観点から」『桃山学院大学社会学論集』第34
巻第２号 (2000年３月),「同」『桃山学院大学経済経営論集』第42巻
第３号 (2001年２月),「同」『桃山学院大学経済経営論集』第42巻第
４号 (2001年３月)を参照｡
(54) 詳細は，Hannna Beate Schopp-Schilling, “Reservations to the Conven-
tion on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women: An
Unresolved Issue or (No) New Development?”, Ineta Ziemel ed., Reserva-
tions to Human Rights Treaties and the Vienna Convention Regime : Conflict,
Harmony or Reconciliation (Leiden /Boston : Martinus Nijhoff Publisher,
2004), pp. 339 を参照。
(55) U.N.Doc., CEDAW/C/2006 / I / 2, Annex III.
(56) Ibid., p. 11.
(57) Ibid.
(58) 提出されたが委員会で審議されていない締約国の報告一覧は，U.N.
Doc., CEDAW/C/2006 / I / 2, Annex III を参照。
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(60) 条約第20条改正案の採択の経緯については，山下，前掲書 pp. 294
295 を参照。
(61) Decision 16 (III), A /52 /38 /Rev. 1, Part I. この間の経緯については，
Mara R. Bustelo, “The Committee on the Elimination of Discrimination
against Women at the Crossroads,” in Philip Alston and James Crawford
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bridge University Press 2000), p. 86 を参照。
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(Boulder, CO: Lynne Rienner Publishers, 2005), pp. 431432.
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The U.N. Regime and Gender :
Can We Achieve Global Governance in Gender Equality?
KARUBE Keiko
This paper discusses the possibility of achieving global governance with
gender equality in the U.N. Regime. First, this paper considers several defini-
tions of global governance and determines to use the following: international
system which has been established to respond to those issues which appear
beyond national borders and might affect the entire human being. The exam-
ples of such system include international organizations, international organiza-
tions, treaties, and markets. Second, this paper reviews the history of U.N.
documents on women’s rights beginning the U.N. Charter. These documents
include the following : the Universal Declaration of Human Rights, the U.N.
Declaration on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women,
the U.N. Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against
Women (hereinafter “the Convention” or “the U.N. Convention on Women”)
and the Beijing Declaration and the Platform.
Third, this paper examines four issues which are obstacles to implement
fully the U.N. Convention on Women, the most important international instru-
ment among the U.N. regime on women. These issues include the following:
reservation to the Convention, the necessity of education for women, the ef-
fectiveness of the reporting system by States Parties of the Convention, and
the protection of women under armed conflict. The protection of women un-
der armed conflict lies beyond the jurisdiction of the Committee on the Elimi-
nation of Discrimination against Women, which is merely a monitoring body of
the Convention.
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Finally, this paper will argue whether global governance can be achieved in
the field of gender equality.
